
　　　　　　　　　　【予算委員会】

（1）審議概観

　第153回国会において、本委員会は平成13年度補正予算３案の審査を行った。また、予

算の執行状況に関する調査を行った。

　〔予算の審査〕

　平成13年度補正予算３案は、平成13年10月26日に決定された改革先行プログラムの実施

等のために編成されたものである。一般会計の歳入・歳出の純追加１兆610億円を加えた

補正後の規模は、83兆7,133億円となった。

　補正予算３案は、11月９日国会に提出され、同日塩川財務大臣から趣旨説明を聴取、衆

議院からの送付を待って、11月14日及び15日に質疑を行った後、討論、採決を行い、翌16

日成立した（補正予算の概要については、Ⅲの２（２）「財政演説」を参照されたい）。

　主な論点は、以下のとおりである。まず、「今年度も名目成長率がマイナス2. 3%に下方

修正され、平成10年度以降４年連続でマイナス成長となり、デフレの進行が一段と鮮明に

なったが、政府は景気の現状、今後の動向をどのようにみているのか」との質疑があり、

これに対し小泉内閣総理大臣及び関係大臣より、「我が国経済は失業率が戦後最悪となる

など、厳しい状況にある。特に、米国では同時多発テロ以来、景気は予想を上回るスピー

ドで減速し、世界的にも景気後退感が拡がっている。今後、我が国でも厳しい状況が続く

のではないかと認識している。　しかし、我が国経済の潜在的な力は十分にあり、政府とし

ては、雇用、中小企業等に対するセーフティネットの整備を図りつつ、構造改革を進めて

いく考えであるが、景気回復にも全力をあげて対策を講じてまいりたい」旨の答弁があっ

た。

　また、補正予算に関して、「近年、補正予算で多額の義務的経費の追加が常態化してお

り、今回の補正予算でも8,300億円もの義務的経費の追加が行われているが、１年間に必

要な経費は、原則として全て当初予算に盛り込むべきではないか」との質疑があり、これ

に対し、塩川財務大臣より、「補正予算の義務的経費の追加については、平成７年度以降、

医療保険制度の変更や景気悪化に伴う生活保護対象者の増加などがあり、当初予算で見込

んだ以上に増加し、補正予算で追加せざるを得なくなった。当初予算段階での見積もりに

誤算があったことは事実である」旨の答弁があった。

　さらに、雇用問題について、「本補正予算には、緊急地域雇用創出特別交付金等併せて、

5,500億円の雇用対策費が盛り込まれているが、その実効性はどうか。また、今回の雇用

対策による雇用創出効果はどの程度か」との質疑があり、これに対し坂口厚生労働大臣よ

り、「緊急地域雇用創出特別交付金は、過去の反省も踏まえ、人件費に８割以上の使用を

義務づけるなど、有効活用の措置を講じているが、それぞれの地域において最も効果のあ

る事業に使うよう知恵を絞ってもらい、本格的な雇用の拡大につなげていくことを期待し

ている。今回の雇用対策の諸施策を合わせると、約100万人の雇用創出効果があるものと

見込んでいる」旨の答弁が行われた。

　この他、米国同時多発テロ事件への対応、特殊法人改革、不良債権問題、第２次補正予



算編成の可能性、牛海綿状脳症対策等について質疑が行われた。

　〔国政調査等〕

　第152回国会閉会後の９月19 日、株価下落、雇用情勢悪化等により、補正予算編成論議

が浮上したことから、予算の執行状況に関する調査として予算委員会が開かれた。

　委員会では、米国同時多発テロ事件への対応、牛海綿状脳症対策、景気対策等について

質疑が行われた。

　また、第153回国会冒頭に行われた小泉内閣の所信に対する本会議での代表質問を受け

て、10月9日及び10日、予算の執行状況に関する調査として予算委員会が開かれた。

　委員会では、米国同時多発テロ事件への対応、雇用対策の必要性、不良債権処理問題、

医療制度改革、地球温暖化問題、ベンチャー企業育成策等について質疑が行われた。

（2）委員会経過

○平成13年９月19日（水）（第152回国会閉会後第１回）

　○理事の選任及び補欠選任を行った。

　○政府参考人の出席を求めることを決定した。

　○予算の執行状況に関する件について小泉内閣総理大臣、福田内閣官房長官、田中外務

　　大臣、中谷防衛庁長官、村井国家公安委員会委員長、石原国務大臣、柳澤金融担当大

　　臣、塩川財務大臣、竹中経済財政政策担当大臣、片山総務大臣、武部農林水産大臣、

　　坂口厚生労働大臣及び政府参考人に対し質疑を行った。

○平成13年10月２日（火）（第１回）

　○理事の補欠選任を行った。

　○予算の執行状況に関する調査を行うことを決定した。

○平成13年10月９日（火）（第２回）

　○政府参考人の出席を求めることを決定した。

　○参考人の出席を求めることを決定した。

　○米国等による攻撃に関する件について小泉内閣総理大臣から報告を聴いた。

　○予算の執行状況に関する件について小泉内閣総理大臣、福田内閣官房長官、村井国家

　　公安委員会委員長、森山法務大臣、田中外務大臣、中谷防衛庁長官、塩川財務大臣、

　　柳澤金融担当大臣、武部農林水産大臣、坂口厚生労働大臣、平沼経済産業大臣、片山

　　総務大臣、川口環境大臣、竹中経済財政政策担当大臣、扇国土交通大臣、中島人事院

　　総裁、政府参考人及び参考人日本銀行総裁速水優君に対し質疑を行った。

○平成13年10月10日（水）（第３回）

　○予算の執行状況に関する件について小泉内閣総理大臣、福田内閣官房長官、田中外務

　　大臣、中谷防衛庁長官、森山法務大臣、片山総務大臣及び津野内閣法制局長官に対し

　　質疑を行った。



○平成13年11月９日（金）（第４回）

　○平成13年度一般会計補正予算（第１号）（予）

　　平成13年度特別会計補正予算（特第１号）（予）

　　平成13年度政府関係機関補正予算（機第１号）（予）

　　　以上３案について塩川財務大臣から趣旨説明を聴いた。

○平成13年11月14日（水）（第5回）

　○政府参考人の出席を求めることを決定した。

　○参考人の出席を求めることを決定した。

　○平成13年度一般会計補正予算（第１号）（衆議院送付）

　　平成13年度特別会計補正予算（特第１号）（衆議院送付）

　平成13年度政府関係機関補正予算（機第１号）（衆議院送付）

　　　以上３案について小泉内閣総理大臣、田中外務大臣、坂口厚生労働大臣、竹中経済

　　　財政政策担当大臣、尾身科学技術政策担当大臣、片山総務大臣、塩川財務大臣、柳

　　　澤金融担当大臣、中谷防衛庁長官、扇国土交通大臣、村井国家公安委員会委員長、

　　　福田内閣官房長官、森山法務大臣、遠山文部科学大臣、石原国務大臣、大島経済産

　　　業副大臣、野間農林水産副大臣、遠藤農林水産副大臣、政府参考人及び参考人日本

　　　銀行総裁速水優君に対し質疑を行った。

○平成13年11月15日（木）（第６回）

　○参考人の出席を求めることを決定した。

　○平成13年度一般会計補正予算（第１号）（衆議院送付）

　　平成13年度特別会計補正予算（特第１号）（衆議院送付）

　　平成13年度政府関係機関補正予算（機第１号）（衆議院送付）

　　　以上３案について小泉内閣総理大臣、田中外務大臣、福田内閣官房長官、川口環境

　　　大臣、坂口厚生労働大臣、森山法務大臣、武部農林水産大臣、扇国土交通大臣、遠

　　　山文部科学大臣、竹中経済財政政策担当大臣、塩川財務大臣、柳澤金融担当大臣、

　　　中谷防衛庁長官、上野内閣官房副長官、大島経済産業副大臣、野間農林水産副大臣、

　　　風間環境副大臣、遠藤総務副大臣、桝屋厚生労働副大臣、尾辻財務副大臣、政府参

　　　考人及び参考人日本銀行理事増渕稔君に対し質疑を行い、討論の後、いずれも可決

　　　した。

　　　　（平成13年度補正予算）賛成会派　自保、公明、無会

　　　　　　　　　　　　　　　反対会派　民主、共産、社民、自由

○平成13年12月６日（木）（第７回）

　○予算の執行状況に関する調査の継続調査要求書を提出することを決定した。



（3）付託議案審議表

・予算（３件）

番

号
件　　　名 提出月日

参　議　院 衆　議　院

委員会
付託

委員会
議決

本会議
議決

委員会

付託

委員会

議決
本会議

議決

１ 平成13年度一般会計補正予算（第１号）

13.

11. 9

13.
11. 9
(予備)

13.
11.15
可決

13.
11.16
可決

13.

11. 9
予算

13.
11.13

可決

13.
11.13

可決

○13.11.9衆・参財政演説

２ 平成13年度特別会計補正予算（特第１号）
11. 9 11. 9

(予備)
11.15
可決

11.16
可決

11. 9
予算

11.13
可決

11.13
可決

３ 平成13年度政府関係機関補正予算（機第１号）
11. 9 11. 9

(予備)

11.15

可決

11.16

可決
11. 9
予算

11.13

可決

11.13

可決




